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・発注者区分の「独立行政法人等」には独立行政法人のほか、国立大学法人、大学共同利用機関法人、特殊法人等が含まれ
ます。

 　東日本建設業保証株式会社

お問い合わせ先：業務部業務サービス課
　　電話　０３－３５５２－７５２８／FAX　０３－３５５２－７５３９

公 共 工 事 の 動 向
（令和3年10月）

　　◆ 利用上の注意

・集計は、当社が前払金保証契約を行なった日（保証契約日といいます。）を基準としており、 工事の請負契約日と保証契約
日との間には、若干のタイムラグ（概ね半月以内）が発生する 場合があります。

・当社が前払金保証を行なった工事について集計しています。



Ⅰ．全般の状況

　１．10月単月
　　請負金額が著しい減少

（金額単位：億円）

-923 -29.0%

　当月の取扱は、件数が前年同月比－12.7％の13,262件、請負金
額が－30.2％の5,727億円となった。

件　数 13,262 15,184 -1,922 -12.7%

請負金額 5,727 8,210 -2,483 -30.2%

保証金額 2,262 3,186
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　２．4月～10月累計
　　請負金額が2桁の減少

（金額単位：億円）

保証金額 21,453 -3,183

件　数

請負金額

　１０月までの取扱は、件数が前年同期比－5.1％の89,291件、請
負金額が－13.3％の5兆4,882億円となっている。
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Ⅱ．発注者別状況

　１．10月単月
　　国で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

6

（Ａ） 国
　環境省、国土交通省などで減少した。
　環境省は福島地方環境事務所（－７１１億円）などで、国土交通省は東北地方整備局（－１３３億円）などで
　減少した。

（Ｂ） 独立行政法人等
　国立高等専門学校機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで減少した。

（Ｃ）都道府県
　東京、秋田などで増加したものの、福島、宮城などで減少した。

（Ｄ）市区町村
　東京、福井などで増加したものの、宮城、神奈川などで減少した。
　宮城は気仙沼市（－５９億円）などで、神奈川は横浜市（－２７億円）などで減少した。

（Ｅ）地方公社
　名古屋高速道路公社などで減少した。

（Ｆ）その他

　東京二十三区清掃一部事務組合などで減少した。

国 513 1,566 -1,052 -67.2%

2,250 2,773 -523

-12.6%

-18.9%

-24.5%

請 負 金 額
増減額 増減率

269 357 -87

主    な   増    加 主    な  

環境省（-709）

国土交通省（-282）

 減    少

5,727 8,210 -2,483 -30.2%

　国、その他で著しい減少、独立行政法人等で大幅な減少、都道府県、市区町村、地方公社でも２桁の減少と
なったため、全体としても－30.2％の減少となった。

合         計

東京二十三区清掃一部事務
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-331 宮城（-89）

名古屋高速道路公社（-14）

東京（101） 秋田（37）

東京（21） 福井（７）

福島（-107）

宮城（-131）

国立高等専門学校機構（-14）
鉄道・運輸機構（-11）
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法 人 等
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　２．4月～10月累計
　　国で大幅な減少

（金額単位：億円）

区 分
発注者 令和3年度 令和2年度

岩手（-400） 福島（-400）

宮城（-364）

6

（Ａ） 国
　法務省などで増加しているものの、環境省などで減少している。
　環境省は福島地方環境事務所（－２，２０８億円）などで減少している。

（Ｂ） 独立行政法人等
　中日本高速道路㈱などで増加しているものの、都市再生機構、鉄道建設・運輸施設整備支援機構などで
　減少している。

（Ｃ）都道府県
　愛知、岐阜などで増加しているものの、岩手、福島、宮城などで減少している。

（Ｄ）市区町村
　神奈川、東京などで増加しているものの、宮城、福島などで減少している。
　宮城は石巻市（－２０７億円）などで、福島は田村市（－７７億円）などで減少している。

（Ｅ）地方公社
　名古屋高速道路公社などで減少しているものの、神奈川県住宅供給公社などで増加している。

（Ｆ）その他
　鹿島地方事務組合などで増加しているものの、東京二十三区清掃一部事務組合などで減少している。

増減額 増減率 主    な   増    加 主    な   減    少

国 8,187 10,706 -2,518 -23.5%

都市再生機構（-680）

請 負 金 額

-1,551 -19.5%
鉄道・運輸機構（-361）

法務省（55） 環境省（-2,199）

中日本高速道路（146）

-1,267 -6.8% 愛知（287） 岐阜（255）

独 立 行 政
法 人 等

6,423 7,975

都 道 府 県 17,305 18,572

神奈川（185） 東京（158）

地 方 公 社 656 637 18 2.9% 神奈川県住宅供給公社（54）

市 区 町 村 19,525 21,817 -2,292 -10.5% 宮城（-621） 福島（-345）

　地方公社で若干の増加となったものの、国、その他で大幅な減少、独立行政法人等、市区町村で２桁の減
少、都道府県でも低調となったため、全体としても－13.3％の減少となっている。

鹿島地方事務組合（72）
東京二十三区清掃一部事務組合
（-634）

合         計 54,882 63,269 -8,387 -13.3%

そ   の   他 2,784 3,561 -776 -21.8%

名古屋高速道路公社（-30）
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市区町村 21,817（34.5%）
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Ⅲ．工事場所別状況

　１．10月単月
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 1,054 2,400 -1,346 -56.1% 秋田（29） 山形（8） 2 福島（-931） 宮城（-243） 4

関   東 3,004 3,768 -764 -20.3% 0 東京（-473） 神奈川（-154） 7

甲信越 427 558 -131 -23.5% 0 新潟（-64） 長野（-51） 3

北   陸 232 345 -112 -32.6% 0 石川（-42） 富山（-37） 3

東   海 881 962 -80 -8.4% 静岡（78） 1 愛知（-95） 三重（-53） 3

その他 126 175 -48 -27.8% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 5,727 8,210 -2,483 -30.2% 6

（Ａ） 東北地区

　秋田、山形で増加したものの、福島、宮城などで減少した。

　福島は国（－７５２億円）などで、宮城は市町村（－１３１億円）などで減少した。

（Ｂ） 関東地区

　全ての都県で減少した。

　東京はその他（－５２６億円）などで、神奈川は市町村（－７７億円）などで減少した。

（Ｃ）甲信越地区

　全ての県で減少した。

　新潟は県（－３１億円）などで、長野も県（－２９億円）などで減少した。

（Ｄ）北陸地区

　全ての県で減少した。

　石川は県（－１６億円）などで、富山は市町村（－２６億円）などで減少した。

（Ｅ）東海地区

　静岡で増加したものの、愛知、三重などで減少した。

　愛知は市町村（－４０億円）などで、三重も市町（－１９億円）などで減少した。

　東北、北陸で著しい減少、関東、甲信越で大幅な減少、東海でも低調となったため、全体としても－30.2％の減
少となった。

 減    少 －増減率 主    な   増    加 ＋ 主    な  
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　２．4月～10月累計
　　東北で著しい減少

（金額単位：億円）

区 分

地 区 令和3年度 令和2年度

東   北 11,210 16,259 -5,048 -31.1% 山形（136） 青森（120） 2 福島（-3,085） 宮城（-1,073） 4

関   東 24,199 26,448 -2,248 -8.5% 神奈川（837） 埼玉（211） 2 東京（-2,349） 千葉（-331） 5

甲信越 4,952 5,143 -191 -3.7% 山梨（90） 1 長野（-225） 新潟（-56） 2

北   陸 3,598 3,863 -264 -6.9% 富山（23） 1 福井（-236） 石川（-51） 2

東   海 9,679 10,315 -636 -6.2% 岐阜（93） 三重（12） 2 静岡（-546） 愛知（-196） 2

その他 1,241 1,238 3 0.3% ※表中の「＋」列は増加箇所数、「－」列は減少箇所数を表す。

合   計 54,882 63,269 -8,387 -13.3% 6

（Ａ） 東北地区

　山形、青森で増加しているものの、福島、宮城などで減少している。

　福島は国（－２，３４１億円）などで、宮城は市町村（－６２１億円）などで減少している。

（Ｂ） 関東地区

　神奈川、埼玉で増加しているものの、東京、千葉などで減少している。

　東京は独立行政法人等（－１，３７１億円）などで、千葉も独立行政法人等（－２１４億円）などで減少している。

（Ｃ）甲信越地区

　山梨で増加しているものの、長野、新潟で減少している。

　長野はその他（－１６１億円）などで、新潟は市町村（－２２６億円）などで減少している。

（Ｄ）北陸地区

　富山で増加しているものの、福井、石川で減少している。

　福井は独立行政法人等（－１７９億円）などで、石川も独立行政法人等（－９２億円）などで減少している。

（Ｅ）東海地区

　岐阜、三重で増加しているものの、静岡、愛知で減少している。

　静岡は独立行政法人等（－３４８億円）などで、愛知は市町村（－３４０億円）などで減少している。

＋ 主    な   減    少 －

　東北で著しい減少、関東、北陸、東海で低調、甲信越でも若干の減少となったため、全体としても－13.3％の減
少となっている。

請 負 金 額
増減額 増減率 主    な   増    加
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北陸 3,863（6.1%） 北陸 3,598（6.6%）

甲信越 5,143（8.1%） 甲信越 4,952（9.0%）

関東 26,448（41.8%）
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参考１　工事場所別状況（詳細版）

（金額単位：億円）

令和3年度
（10月単月）

令和2年度
（10月単月）

令和3年度
（4月～10月累計）

令和2年度
（4月～10月累計）

青　 　　森 125 147 -22 -15.3% 1,581 1,460 120 8.3%
岩　 　　手 111 298 -186 -62.6% 1,742 2,712 -970 -35.8%
宮　 　　城 243 486 -243 -49.9% 2,160 3,233 -1,073 -33.2%
秋　 　　田 103 74 29 39.3% 1,055 1,231 -176 -14.3%
山　 　　形 127 119 8 7.2% 1,437 1,300 136 10.5%
福　 　　島 342 1,273 -931 -73.1% 3,235 6,320 -3,085 -48.8%
茨　　 　城 380 418 -38 -9.2% 2,531 2,819 -287 -10.2%
栃　　 　木 191 201 -10 -5.0% 1,521 1,746 -225 -12.9%
群　　 　馬 153 203 -49 -24.4% 1,344 1,447 -103 -7.1%
埼　　 　玉 386 419 -33 -8.0% 3,248 3,037 211 6.9%
千　 　　葉 328 333 -5 -1.6% 2,654 2,986 -331 -11.1%
東　　 　京 1,168 1,641 -473 -28.8% 7,652 10,001 -2,349 -23.5%
神　奈　川 395 549 -154 -28.0% 5,246 4,409 837 19.0%
山　　 　梨 129 145 -15 -11.0% 1,065 974 90 9.3%
長　　 　野 137 188 -51 -27.1% 1,756 1,981 -225 -11.4%
新　 　　潟 160 224 -64 -28.6% 2,130 2,187 -56 -2.6%
富　 　　山 70 107 -37 -34.3% 1,025 1,002 23 2.3%
石　　 　川 85 128 -42 -33.4% 1,347 1,399 -51 -3.7%
福　 　　井 76 109 -32 -30.1% 1,225 1,461 -236 -16.1%
静　 　　岡 296 218 78 35.7% 2,811 3,357 -546 -16.3%
愛　　 　知 322 417 -95 -22.9% 3,704 3,900 -196 -5.0%
岐　　 　阜 154 164 -9 -5.8% 1,879 1,785 93 5.3%
三　　 　重 108 161 -53 -33.1% 1,284 1,271 12 1.0%
そ　の　他 126 175 -48 -27.8% 1,241 1,238 3 0.3%
合　　　計 5,727 8,210 -2,483 -30.2% 54,882 63,269 -8,387 -13.3%

東

海

工 事 場 所

区  分

東

北

関

東

甲
信
越

北

陸

増　減　額 増　減　率 増　減　額 増　減　率
請　負　金　額 請　負　金　額
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参考２　請負金額階層別状況

１．10月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 254 4.4% 280 3.4% -26 -9.4% 1.0
2,000万円未満 464 8.1% 523 6.4% -58 -11.2% 1.7
5,000万円未満 1,123 19.6% 1,270 15.5% -146 -11.5% 4.1
小    計 1,842 32.2% 2,074 25.3% -231 -11.2% 6.9
１億円未満 953 16.7% 1,139 13.9% -185 -16.3% 2.8
２億円未満 793 13.9% 1,071 13.1% -278 -26.0% 0.8
５億円未満 932 16.3% 1,156 14.1% -223 -19.3% 2.2
小    計 2,679 46.8% 3,367 41.0% -687 -20.4% 5.8
１０億円未満 485 8.5% 594 7.2% -109 -18.4% 1.3
１０億円以上 719 12.6% 2,174 26.5% -1,455 -66.9% -13.9
小    計 1,204 21.0% 2,768 33.7% -1,564 -56.5% -12.7
合    計 5,727 100.0% 8,210 100.0% -2,483 -30.2%

２．4月～10月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比
請負金額階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

1,000万円未満 1,501 2.7% 1,623 2.6% -122 -7.6% 0.1
2,000万円未満 2,805 5.1% 2,926 4.6% -120 -4.1% 0.5
5,000万円未満 7,577 13.8% 7,900 12.5% -322 -4.1% 1.3
小    計 11,885 21.7% 12,450 19.7% -565 -4.5% 2.0
１億円未満 8,117 14.8% 8,433 13.3% -315 -3.7% 1.5
２億円未満 8,571 15.6% 8,568 13.5% 2 0.0% 2.1
５億円未満 9,664 17.6% 10,721 16.9% -1,057 -9.9% 0.7
小    計 26,352 48.0% 27,723 43.8% -1,370 -4.9% 4.2
１０億円未満 4,641 8.5% 5,111 8.1% -470 -9.2% 0.4
１０億円以上 12,003 21.9% 17,983 28.4% -5,980 -33.3% -6.5
小    計 16,644 30.3% 23,095 36.5% -6,451 -27.9% -6.2
合    計 54,882 100.0% 63,269 100.0% -8,387 -13.3%

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

大
規
模

中
規
模

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度
増　減　額 増　減　率

小
規
模

小
規
模

大
規
模

中
規
模
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参考３　資本金階層別状況

１．10月単月
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 2,842 49.6% 3,342 40.7% -499 -15.0% 8.9

１億円未満 763 13.3% 968 11.8% -204 -21.1% 1.5

３億円未満 339 5.9% 353 4.3% -14 -4.0% 1.6

小    計 3,945 68.9% 4,663 56.8% -718 -15.4% 12.1

１０億円未満 208 3.6% 233 2.8% -24 -10.6% 0.8

１０億円以上 725 12.7% 1,029 12.5% -304 -29.6% 0.2

小    計 934 16.3% 1,263 15.4% -329 -26.1% 0.9

　共  同  企  業  体 846 14.8% 2,283 27.8% -1,436 -62.9% -13.0

合    計 5,727 100.0% 8,210 100.0% -2,483 -30.2%

２．4月～10月累計
（金額単位：億円）

区 分 構 成 比

資本金階層 請 負 金 額 構 成 比 請 負 金 額 構 成 比 増 減

５,000万円未満 22,938 41.8% 24,311 38.4% -1,372 -5.6% 3.4

１億円未満 7,011 12.8% 7,402 11.7% -390 -5.3% 1.1

３億円未満 3,098 5.6% 3,137 5.0% -39 -1.3% 0.6

小    計 33,048 60.2% 34,851 55.1% -1,803 -5.2% 5.1

１０億円未満 1,918 3.5% 1,654 2.6% 263 15.9% 0.9

１０億円以上 8,431 15.4% 10,471 16.6% -2,040 -19.5% -1.2

小    計 10,349 18.9% 12,126 19.2% -1,777 -14.7% -0.3

　共  同  企  業  体 11,484 20.9% 16,291 25.7% -4,807 -29.5% -4.8

合    計 54,882 100.0% 63,269 100.0% -8,387 -13.3%

令　和　3　年　度

令　和　3　年　度 令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模

増　減　額 増　減　率

増　減　額 増　減　率

令　和　2　年　度

中
小
規
模

大
規
模
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